
広島市東部地区連続立体
交差事業の見直し検討の
状況について

平成２５年８月
広島市道路交通局街路課
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■はじめに

○ 広島市東部地区連続立体交差事業は，平成２４年２月に見直し検討に

着手する旨を公表して以来，広島市と県が連携して，見直し検討を進めて

いるところです。

○ この度，これまで市と県が取り組んできた見直しの検討状況などを説明

します。
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①事業主体：広島県，広島市

②事業箇所：安芸郡海田町，安芸郡府中町，広島市安芸区，南区

③事業期間：平成１３年度～平成３４年度

④事業内容

１ 連立事業の概要

（１） 連立事業の概要

約９６０億円（県：約５８０億円，市：約３２５億円，JR：約５５億円）

（２） 全体事業費

延 長 全体延長 ６．３ｋｍ

・山陽本線 ４．６ｋｍ（県域：2.7ｋｍ，市域1.9ｋｍ）
・呉 線 １．７ｋｍ（県域：1.7ｋｍ）

除去踏切 合計２０箇所

・山陽本線 １６箇所

・呉 線 ４箇所

-4-



Ｓ６３．４ 連続立体交差事業調査（補助）

Ｈ ５．４ 事業採択

Ｈ１１．３ 都市計画決定

Ｈ１４．３ 事業認可取得

Ｈ１９．１ 7年延伸を公表（工事完了をＨ27年度からＨ34年度に変更）
Ｈ２４．２ 事業の見直し検討を公表

（３） 事業の経緯

（４） 進捗状況

広島県施行
（府中町，海田町）

広島市施行 県・市 計

Ｈ24年度末時点まで事
業費

６７．７億円 ３０．３億円 ９８．０億円

進 捗 率
（事業費ベース）

１１．７％ ９．３％ １０．２％

用地進捗率
（面積ベース）

約９４％ 約６６％ 約８６％

残 事 業 費 約５１２億円 約２９５億円 約８０７億円
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（５） 広島市東部地区連続立体交差事業の主な目的

26,310
（2.16）

16,010
（0.62）

71,393
（1.04）

38,150
（0.8）

15,245
（1.24）

43,299
（1.36）

26,610
（2.04）

15，098
（1.69）

目的①：交通の円滑化

目的②：南北市街地の一体化

目的③：踏切の安全確保

混雑度（交通量／交通容量）

1.75以上 ：慢性的な混雑状態

1.25～1.75：ピーク時間のみの混雑から日中も
連続的に混雑するような状態

1.00～1.25：ピーク時間に混雑する可能性がある状態
1.00未満 ：混雑することなく，円滑に走行できる状態

凡
例

Ｈ22交通量（台/日）
（混雑度）
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■交通流動の変化
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（１） 広島市の財政状況

※平成10年～23年は決算額、24年は補正後の予算額、25年は当初予算額を使用している。

○市全体の歳出規模は、平成１０年度をピークに減少し、平成１７年度以降増加傾向。

○扶助費は、増加傾向。

○投資的経費は、平成１１年度以降は減少傾向。
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２ 公共事業を取り巻く環境変化
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■広島市の補助事業予算※の推移

（２）市・国の公共事業関係費の推移
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○市の補助事業予算は、平成９年度をピークに減少傾向。

○市の街路補助予算は、平成９年度をピークに減少傾向。
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事業認可取得（Ｈ14.3） 億円

※予算額は、当初予算額。



■国の公共事業関係費及び社会保障関係費の推移

国の歳出における社会保障関係費の割合は増加傾向にある一方で，公共事

業関係費は減少傾向にあり，ピーク時（平成７年度）の３割程度まで減少。

資料）平成２３年度国土交通白書より広島県が作成
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Ⅰ 東日本大震災からの復興の推進

Ⅱ 防災・減災対策をはじめとする国民生活の安全・安心の確保

⇒老朽化する社会資本の適確な維持管理・更新の推進

などの分野に重点が置かれた予算配分。

（３）国の予算動向

■平成２５年度国土交通省関係予算の主な内容

■平成２５年度国土交通省関係予算（※国費ベース）

平成２５年度の国土交通省関係予算の内，公共事業関係費は，国直轄事業なども
含め，４４，９０１億円。これは，平成２４年度予算と比較して，０．９６倍の状況。

広島市の街路事業予算に対する国の広島市への予算認証率は，８割程度である。

平成２５年度国の交付金の広島市への配分状況
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※前年度比較している国土交通省予算は，東日本大震災復興特別会計の全国防災を含む公共事業関係費。
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（１） 連続立体交差事業の特殊性

３ 現計画での事業実施手法の検討

残事業費（広島市分）

１

年目

２

年目

３

年目

４

年目

５

年目

６

年目

７

年目

８

年目

９

年目

１０

年目
合計

工事着手
後事業費 ２１ ２３ ２７ ３１ ３５ ３７ ３６ ３３ ２９ ２３ ２９５

単位：億円

※工事費は，現在の計画が１０年間で事業が実施されるものとしての試算値。

当事業の実施にあたっては，広島市の街路事業費が年間約６０億円

程度の中，平均約３０億円規模の事業費が長期間にわたり必要となる。

○連続立体交差事業は，一旦工事着手すると，完成まで長期間にわたり，

多額の事業費が継続して必要となり，他事業・他地域に影響を及ぼさない

ためには，長期間にわたり安定的な事業費の確保が必要。
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○鉄道の安全運行を確保しつつ，鉄道事業者と連携して推進する必要がある。

○事業効果の発現には，集中的な投資を継続して行うことが必要不可欠。

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目

工事工程

呉線工事（仮線・高架）

高架工事

高架本体切替
（山陽本線下り２線）

高架本体切替
（山陽本線上り２線）

仮線撤去

街路工事（妙陳山） 街路工事

仮ホーム設置

海田市駅
仮ホーム撤去既設ホーム撤去・新ホーム設置など

向洋駅

仮ホーム設置 既設ホーム撤去・新ホーム設置など 仮ホーム撤去

広島市域にも関連する部分

仮線工事（山陽４線）

仮線工事（山陽２線）
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項目 内容 課題

①コスト
縮減検討

仮線計画の見直し，高架構造物，
盛土構造の見直し検討

県域，市域を合わせて，１９億円程度のコスト縮
減が見込まれる。

②呉線
高架見直し

海田市駅以東の呉線の高架区
間の縮小

瀬野川左岸道路など既存の道路の建築限界を
考慮する必要があり，海田市駅から直ぐに呉線を
降ろすことは不可。

仮に降ろすとすれば，県道矢野海田線以南となり，
約300ｍ（約10億円程度）程度の縮小となる。

③旅客線のみ
高架化

旅客線２線を高架，貨物線２線
は平面とし，踏切遮断時間を低
減

踏切の除却は行なわれず，連続立体交差事業と
しては実施できない。
⇒交付金充当や鉄道事業者負担が得られない。

④配線集約化 ４線高架⇒３線（２線）高架 線路集約化に伴い，現行の運行ダイヤの維持が
不可能となり，利便性・安全性が低下する。

現在の事業費に比して，大幅なコスト縮減には至っていない。

（２）様々な観点からのコスト縮減策等の検討
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主な課題 内 容

工事期間の長期化による

利用者・地域住民への影響

仮線での使用期間が長期化することや，長期間にわたる工事実施に

よる交通規制，騒音・振動，工事用車両の通行 など

土地区画整理事業への影響 事業完了の遅延，移転する地権者の移転期間の増大，事業の一時休

止 など

整備効果の低下 現場管理費など事業期間の長期化に伴う高コスト化とさらなる工事期

間の増大，事業全体の投資効率性の悪化 など

その他 当事業を実施中の間は，他の街路事業を抑制する必要があることや，

膨大な公共事業費の投資先が長期間にわたり固定化される など

（３）現在の予算状況下での事業実施

○現計画の実施に当たり，現在の年間街路事業費約６０億円の約１／２を，当事業

につぎ込むことが困難な中，仮に年間投資額を抑制した場合，工事期間が長期化し，

次の課題が発生。

①事業期間の長期化
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仮
線
の
踏
切

既
存
の
踏
切
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踏切監視員 ※大阪府の実施事例を引用

[事例①]工事期間の長期化による利用者，地域住民への影響

仮線への切替工事期間の長期化に伴い，踏切監視員を設置し安全確保を図

るなど，踏切利用者に対し，ご迷惑をおかけする期間が増加。
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※大分県の実施事例を引用

[事例②]工事による一時的な交通規制，騒音・振動，工事用車両の通行など，
工事実施中に生じる皆様のご協力して頂く期間が長くなる。



②他事業・他地域への影響

他の事業においても，徹底した選択と集中により、事業実施している中、街路・道路事業をあわせた改築系

事業全体の１／３程度の予算を充当することは、他の事業・他の地域に相当大きな影響を与えることとなる。

-21-

H２５年度市補助事業予算（当初）：２１５億円

H２５年度
補助事業予算（当初）

工事開始後

街 路
５７

道 路
４１

その他
１１７

東部連立
事業

３０億円

街路・道路の改築系

９３億円

（改築系３６）（維持など５）

（改築系３６）（維持など５）

街路・道路事業を合わせた改築
系事業全体の１／３程度に相当。

（単位：億円）



（４）段 階 施 工
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■事業概要

①主な事業内容
連立延長Ｌ＝６．３ｋｍ（Ⅰ期施工：約２ｋｍ，Ⅱ期施工：約４ｋｍ）
東西幹線道路（青崎中店線）

②全体事業費
約１，１１５億円（Ⅰ期施工：約３１５億円，Ⅱ期施工：約８００億円）

③工事期間
Ⅰ期：工事着手後１０年間程度（想定） Ⅱ期：（着手時期未定）



Ⅰ期区間整備時には未整備
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■段階施工の主な検討結果

○ 現計画に比べ約１５５億円の手戻り費用

高架から地表へのすりつけ区間の撤去費用や新たに生じる仮線高架設置・撤去

費用などが発生。

○ 事業効果の発現

Ⅰ期区間のみの整備では，東西幹線道路が整備されず，県道広島海田線など，当
該地域が抱える交通渋滞などの課題解消が図れず，費用対効果が得られない。

○ 海田町域や安芸区内の街路整備

Ⅱ期区間が完了するまでの間は，海田町域や安芸区内の整備が進まず，当該地
域における交通の円滑化や南北市街地の一体化などの機能が発揮されない。
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（５） 一時休止

■概 要

事業実施ができる環境が整うまでの間，休止。

■求められる環境

○ 全国で展開中の連続立体交差事業費が安定的に確保されること。

○ 連続立体交差事業を安定的に実施する支援スキーム等が創設されること。 など

○ 再開目処が立たない場合，当該地域が抱える課題が解決されないばかり

でなく，街づくりが長期間，停滞する。

○ 現在進められている関連事業の休止や見直し等が求められる。

○ 買収済用地の有効活用が図られない。
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26,310
（2.16）

16,010
（0.62）

71,393
（1.04）

38,150
（0.8）

15,245
（1.24）

43,299
（1.36）

26,610
（2.04）

15，098
（1.69）

目的①：交通の円滑化

目的②：南北市街地の一体化

目的③：踏切の安全確保

混雑度（交通量／交通容量）

1.75以上 ：慢性的な混雑状態

1.25～1.75：ピーク時間のみの混雑から日中も
連続的に混雑するような状態

1.00～1.25：ピーク時間に混雑する可能性がある状態
1.00未満 ：混雑することなく，円滑に走行できる状態

凡
例

Ｈ22交通量（台/日）
（混雑度）

４ 見直し案の検討
（１）見直しの視点

[見直しの視点①] 事業実施手段の見直しによる事業目的の達成
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[見直しの視点②]

 事業実施に向けての実現可能性
□ 工事期間の長期化の解消，事業費の縮減など事業規模の見直し

[見直しの視点③]

 土地区画整理事業への影響
□ 工事期間の長期化の解消

□ 土地区画整理事業の事業

計画との連携

[見直しの視点④]

 連立事業の進捗状況

□ 買収済用地の活用

-28-
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※高架化される踏切等

（２）見直し案の概要と効果

■見直し案の概要

①主な事業内容
連立延長Ｌ＝約２ｋｍ
東西幹線道路：１路線， 跨線橋：２路線，アンダーパス１路線

②全体事業費（※現在の事業費を基本に県・市が試算した概算額）

約５７０億円（県域：約３２０億円，市域：約２５０億円）

③工事期間
工事着手後１０年間程度（想定）
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■市負担額（JR負担除く）

（単位：億円）

市 域

事業費

内 訳

国 市

３２５ １７９ １４６

【現計画】

（単位：億円）

市 域

事業費

内 訳

国 市

２４０ １３０ １１０

【見直し案（縮小案）】

※事業費は，現計画の事業費を基本に県・市が独自に試算した概算数値であり，今後，変動する。
※事業費には，ＪＲ負担金を含んでいない。
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【見直し案】【現計画】

東西幹線道路
東西幹線道路

10.5

［広島市安芸区付近］

■交通の円滑化のための東西幹線道路における幅員確保策
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■見直し案による交通流動の状況

③

ｖ

ｖ

④

⑦
⑥

⑤

①

②

⑧

39

237
197

0

433

113 98 99116
152

118 109

1.00
0.67

1.14 0.99 0.90
1.17 1.36

0.75
1.24

0.96 0.89

0
50
100
150
200
250
300
350
400
450

現

況

現

計

画

見

直

し

案

現

況

現

計

画

見

直

し

案

現

況

現

計

画

見

直

し

案

現

況

現

計

画

見

直

し

案

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50
⑤東西幹線道路 ⑥海田瀬野線 ⑦国道２号線 ⑧矢野海田線

263
236 250

160 149 138

266

86 87
151

38 44

0.99
2.042.16

0.94
0.62 0.58 0.53

0.66 0.67

1.69

1.03 1.19

0

50

100

150

200

250

300

現
況

現
計

画

見

直

し
案

現
況

現
計

画

見

直

し
案

現
況

現
計

画

見

直

し
案

現
況

現
計

画

見

直

し
案

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50
①広島海田線 ②浜田仁保線 ③広島海田線 ④府中海田線

交通量
（百台/日）

混雑度

交通量
（百台/日）
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200,710

55,800
47,650

830
6,380

11,420

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

路線別の踏切交通遮断量の変化踏切交通遮断量

（台・時/日）

0
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１
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１

上

組
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４
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頭

第

１
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の
内

第

２
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第

４

大

正

通
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２

瀬

野

川

西

瀬

野

川

東

海

田

市

第

１

各踏切交通遮断量の変化

　　現況（山陽本線（4線））

　　現況（山陽本線（2線））

　　現況（呉線）

　　将来（H42）

※現況の踏切交通遮断量は，Ｈ21踏切台帳の参考値
※踏切交通遮断量＝自動車交通量×踏切遮断時間

■見直し案に係る踏切交通量（自動車）の変化

残る踏切の自動車交通量は，街路網整備により大幅な減少が見込まれる。

※的場川西，船越，新町踏切は，跨線橋などの代替施設を整備することを想定。

現況（山陽本線（4線））
現況（山陽本線（2線））
現況（呉線）
将来（H42）

山陽本線
（４線）

山陽本線
（２線）

呉線

踏切交通遮断量
（台・時/日）
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■見直し案の効果と実現性

現計画 評価 見直し案 評価

費用対効果
※10年間で実施した場合

１．１５ ○ １．６程度 ○

目

標

①交通の円滑化

（広島海田線の渋

滞解消など）

・東西幹線道路の整備

・南北を結ぶ都市計画道路と鉄道

が立体化

○

・東西幹線道路の整備

・跨線橋など代替施設により，南北を

結ぶ都市計画道路と鉄道が立体化

○

②南北市街地の

一体化

・南北を結ぶ都市計画道路や関

連市道・町道と鉄道が立体化
○

・土地区画整理事業計画区域内の鉄

道高架化

・ 跨線橋など代替施設により，南北を

結ぶ都市計画道路と鉄道が立体化

△

③南北一体の土

地区画整理事業

の実施

・土地区画整理事業計画区域内

の鉄道高架化 ○

・土地区画整理事業計画区域内の

鉄道高架化 ○

④踏切除却によ

る安全性の確保

・高架化される踏切（20箇所）
○

・高架化される踏切（6箇所）

・街路整備に伴う踏切交通量減少
△

関連事業の整備
・瀬野川を跨ぐ都市計画道路は，

連立完成後に整備
△

・瀬野川を跨ぐ都市計画道路を東西

幹線道路と一体的に整備
○

実 現 性

公共事業の現行のスタミナや制度を考

慮すると，事業期間，費用対効果，他事

業・他地域への影響などの課題がある。

事業費が，現計画の約半分程度となり，街

路事業費の重点的な予算確保により実現性

が大幅に向上する。
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（３）見直し案に係る主な課題

○鉄道高架を実施しない地域の街づくり

これまで連立整備を前提に進めてきた街づくり計画の変更が必要。

○残る踏切の安全性・利便性の向上

踏切の自動車交通量は大幅に減少するものの，残った踏切の安全性・
利便性を考慮する必要がある。

○安定的な事業費の確保

高架区間を短縮したとしても，なお，多額の事業費が必要であり，

現計画と同様，事業実施にあたっては，安定的な事業費の確保が必要。
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５ 今 後

○広島市東部地区連続立体交差事業は，共同事業者である広島県と連携しな

がら，現計画の実現に向け様々な観点から模索したものの，いずれも様々な

課題があります。

○事業目的の達成のためには，鉄道高架区間の短縮も含めて，実現可能な実

施手法の検討が必要であり，引き続き，どのような見直しが可能かについて，

皆様の意見も伺いながら，広島県と連携の上，関係機関と協議・調整して参り

ます。
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